


















































































































1 ）, §410 （
a ） （




































































8） 。すなわち、 「事例ごとに、 （原告が情報にアクセスする）必要性を示すことで、裁判所が特
権を援用する場合が適切であると自ら納得するに どこまで探査すべきかを判断しなけ ばならず、…必要性 疑わしいところでは、特権の正式な主張は、この事例 状況 なされる限り、支配するものとされ 」 （
11） 。なおＳ




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を受けない証拠で立証できない②特権が別の方法で被告に有効な防御の主張を与え 情報を被告から奪う③特権を受けた証拠が主張に必要な、特権 受けない証拠と不可分であり 本案判決を得ることが国家秘密を開示してしまう受容できない危険を提示する 場合、それがありうるとした（
1083） 。これを本件にあてはめると、訴訟物そのも



























































































































































d ） ） 。
裁判所はこれをうけて、ＳＳが認め れる資料かどうかを判断し、そう判断されたものは非開示となり証拠として認められない一方で、そう判断されないものは連邦法（民事訴訟 証拠に する規則）に従って、証拠として司法過程に生き残る（§
4054 （
e ） ） 。政府の主張は却下請求の根拠にはならないのが原則であるけれども、ＳＳが適用さ




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2006 ）.  H
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at 989, 992. 不法行為訴訟において政府は私人と同じ立場で訴えられている以上、いかなる公益の主張でも、連邦政府に対





























































































































































































































































































































































 note 8 at 1359 n.413.　「多くの事件では、
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a. 1807 ） （
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ed v. Jeppesen D




























nited States, 479 F.3d 296, 304 （
2007 ）.　
B






































































































eakly rooted ） 、修正第四条の拘束から政府が逃れるための装置にはなりえず、またなっ





































































 note 38 at 789-90. S
ee a
lso, id
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 note 12 at 63.　
U
nited States v. M







































































































































































































 note 13 at 1301-1308.　
ＳＳは重要な機能を果たしているけれど
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ataplan, Inc., 614 F.3d 1070, 1077-78 （
9th C
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. 96-456, 96th C
ong. 94 Stat. 2045, O
ct. 15, 1980.　
なお刑事事件では、デュ





















































































































































































































































2nd ed. 2002 ）. 
’
